
第２６号議案

　（総　則）

第１条　平成２２年度久留米市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給水戸数 戸

　　（２）　年間総給水量 立方メートル

　　（３）　一日平均給水量 立方メートル

　　（４）　建設改良事業の概要

　　　　　　　１　配水管布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　２　配水管改良工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　３　送水管布設工事 総延長 メートル　　

　　　　　　　４　施設改良工事

７４,３６２

１２,０２０

２,２００

一　　式

平 成 ２ ２ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算

８,９００

１１８,０６２

２７,１４２,０００



　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 千円

　　第１項　営業収益 千円

　　第２項　営業外収益 千円

　　第３項　特別利益 千円

　第１款　水道事業費用 千円

　　第１項　営業費用 千円

　　第２項　営業外費用 千円

　　第３項　特別損失 千円

　　第４項　予備費 千円

収　　　　　　　入

２０２

支　　　　　　　出

２０,０００

４,２８８,５２４

４,７１６,４５８

４,７２６,７５９

３,９７１,１３９

２７８,５１３

１８,８７２

１０,０９９



　（資本的収入及び支出）

　第１款　資本的収入 千円

　　第１項　企業債 千円

　　第２項　資本剰余金 千円

　　第３項　固定資産売却代金 千円

　第１款　資本的支出 千円

　　第１項　建設改良費 千円

　　第２項　企業債償還金 千円

　　第３項　補助金返還金 千円

　　第４項　予備費 千円

　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

年割額（千円）

３００,０００

３００,０００

３００,０００

２００,０００

平成２４年度

平成２５年度

第８次整備事業 １,１００,０００

平成２２年度

平成２３年度
１　建設改良費

項 事業名 総額（千円）

支　　　　　　　出

　及び地方消費税資本的収支調整額８８,６７４千円、減債積立金６００,０００千円、過年度分損益勘定留保資金１,１０７,６９７千円、現年度分損益勘

　定留保資金６１４,２０９千円で補てんするものとする。）。

５６１,５００

８１６,８９６

３０,６２８

１,０９１,３１８

３,２２７,４７６

４０

２５５,３５６

２,０８５,５３０

２０,０００

年度款

１　資本的支出

収　　　　　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２,４１０,５８０千円は、当年度分消費税



　（債務負担行為）

　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　議決を経なければならない。

　　（１）　職員給与費 千円

　　（２）　交際費 千円

　政府資金についてはその融資条
件により、銀行その他の場合には
その債権者と協定する事項によ
る。
　ただし、財政の都合により据置
期間を短縮し、若しくは繰上償還
又は低利に借換えすることができ
る。

償還の方法

１２５,５１４マッピングシステム構築業務委託料 平成２２年度から平成２４年度まで

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の

９８０,２３３

３２９

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　度　　　額（千円）

上水道事業

４．０　以内

（ただし、利率見直し方式で借り
入れる政府資金及び地方公共団体
金融機構資金について、利率の見
直しを行った後においては、当該
見直し後の利率）

起債の目的 限度額（千円）

５６１,５００

起債の方法

普通貸借又は証券発行

利率（％）



　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、５００千円と定める。

平成２２年３月３日提出

　
福岡県久留米市長　 　原　利　則



預金利息及びその他利息収入

行政財産使用料及びその他雑収入

２０２

２

２００

水道料金収入

受託修繕工事に伴う収入

給水装置工事手数料、消火栓維持管理負担金及び下水道

業務受託料等の収入

２　過年度損益修正益

４,７２６,７５９

４,７１６,４５８

４,６０３,２７４

２０

１１３,１６４

１０,０９９

１,０５２

９,０４７

１　受取利息

２　雑収益

１　固定資産売却益

３　特別利益

１　給水収益

２　受託工事収益

３　その他営業収益

２　営業外収益

１　営業収益

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

１　水道事業収益

平 成 ２２ 年 度 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画



８９,８８５

７０６,１５５

７５,６２８

２１０,４８７

３６,８２３

２３,７６９

１０７,０８１

 

４０５,１６５

１２７,０６９

５２,０４８

１９,６３１

１３,３７１

７１,５５０

要する費用

受託による修繕工事に要する費用

法定福利費

メーター検定修理に要する費用

動　力　費

その他配給水設備の維持管理に

その他取水及び浄水設備の維持管理

に要する費用

給　　　料　２７人

手　当　等

動　力　費

薬　品　費

受　水　費

負　担　金

備　　　　　　考

給　　　料　１４人

千円

６４,７４０

手　当　等

法定福利費

１５

６８８,８３４

３,９７１,１３９

１,３１４,５６８

３　受託工事費

２　配水及び給水費

１　原水及び浄水費

１　営業費用

支　　　　　　出

款

１　水道事業費用

目項 予定額（千円）

４,２８８,５２４



 

１３０,０００

７２,５４４

３６,１０８

２０４,８８２

３,９１７

９０,７０７

６３,０３５

３４,５７０

８９,３９８

５７,２０５

　

材料売却原価

千円

企業債利息

に要する費用

給　　　料　２０人

手　当　等

法定福利費

厚生福利費

退職給与金

その他部の総括的業務に要する費用

給　　　料　２１人

手　当　等

法定福利費

その他料金の調定、検針及び収納

１８,８７２

１８,７１２

２７８,５１３

２２０,５６４

５６,９４９

１,０００

８２,６６２

１０

１　予備費

１６０

１,１０２,６８４

３９４,７７３

３８７,５９３

６　減価償却費

７　資産減耗費

８　その他営業費用

２　過年度損益修正損

２０,０００

４　予備費 ２０,０００

１　固定資産売却損

１　支払利息

２　消費税及び地方消費税

３　雑支出

５　総係費

４　業務費

３　特別損失

２　営業外費用



１　資本剰余金 ２５５,３５６

加入者負担金

配水管布設等工事負担金 １３３,８６０

８９,４９６

４０

４０

３　固定資産売却代金

千円

５６１,５００

５６１,５００

５６１,５００

項 目 予定額（千円） 備　　　　　　考

１　企業債

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入

８１６,８９６

２５５,３５６

款

１　企業債

１　資本的収入

建設改良費

２　資本剰余金

１　固定資産売却代金



その他建設改良に要する費用

配水管布設工事費

施設改良工事費

備　　　　　　考

４６４,３３０

手　当　等

給　　　料　１５人

２０,８９１

千円

５９,０７５

４２,３１４

法定福利費

１,０９１,３１８

２０,０００

３０,６２８ 国庫補助金消費税等相当額返還金

３０,６２８

１２,８１０

１,６９０

送水管布設工事費

１１,１２０

メーター購入費　２,９７５個

機器購入費

３６１,５００

２８６,８６０

２３７,４４４

１７,３３６

　業務用機器購入

　水質機器購入

企業債元金償還金

２０,０００

３０,１４６２　機械備品購入費

１　予備費

予定額（千円）

３,２２７,４７６

２,０８５,５３０

２,０５５,３８４

１　企業債償還金

１　国庫補助金返還金

１,０９１,３１８

４　予備費

３　補助金返還金

２　企業債償還金

款

支　　　　　　出

目項

１　建設改良費

１　資本的支出

１　建設改良費

５８２,９７０配水管改良工事費



平 成 ２２ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 会 計 資 金 計 画

区　　　　　分

受　　入　　資　　金 １０，０４８，８３３ ９，２２０，８２１ △ ８２８，０１２

　（１）　水道事業収益 ４，４３９，３６３ ４，３１５，３８７ △ １２３，９７６

　（２）　前年度未収金 ８８０，２６５ １，５０３，８２６ ６２３，５６１

　（３）　企業債 １，３０４，８００ ５６１，５００ △ ７４３，３００

　（４）　資本剰余金 ６７，０２８ ９５，７２２ ２８，６９４

　（５）　固定資産売却代金 ４ ４０ ３６

　（６）　前年度繰越金 ３，３５７，３７３ ２，７４４，３４６ △ ６１３，０２７

支　　払　　資　　金 ７，３０４，４８７ ６，８３０，２０２ △ ４７４，２８５

　（１）　水道事業費用 ２，６３０，２１５ ２，８３５，５７８ ２０５，３６３

　（２）　前年度未払金 ３４９，３５８ ７０６，７４８ ３５７，３９０

　（３）　建設改良費 ２，６８７，１１０ ２，１６５，９３０ △ ５２１，１８０

　（４）　第７次整備事業本年度支出額 ４６９，８９３ ０ △ ４６９，８９３

　（５）　西部配水場整備事業本年度支出額 １００，２０８ ０ △ １００，２０８

　（６）　企業債償還金 １，０６７，７０３ １，０９１，３１８ ２３，６１５

　（７）　国庫補助金返還金 ０ ３０，６２８ ３０，６２８

差　　　　　引 ２，７４４，３４６ ２，３９０，６１９ △ ３５３，７２７

前年度決算見込額　（千円） 当年度予定額　（千円） 増　　減　　（千円）



　１　総　　括

特別職 一般職 給　 　料 手　 　当 計 法 定 福 利 費 合　　　　計

(人) (人)  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

本 損益勘定支弁職員 １ ８１ ３７１,９１４ ３５４,７１３ ７２６,６２７ １３１,３２６ ８５７,９５３

年 資本勘定支弁職員 １５ ５９,０７５ ４２,３１４ １０１,３８９ ２０,８９１ １２２,２８０

度 合　　計 １ ９６ ４３０,９８９ ３９７,０２７ ８２８,０１６ １５２,２１７ ９８０,２３３

前 損益勘定支弁職員 １ ８２ ３７９,５５４ ３７９,２７６ ７５８,８３０ １１６,１６２ ８７４,９９２

年 資本勘定支弁職員 １４ ５５,３１８ ４５,１７８ １００,４９６ １７,０３３ １１７,５２９

度 合　　計 １ ９６ ４３４,８７２ ４２４,４５４ ８５９,３２６ １３３,１９５ ９９２,５２１

比 損益勘定支弁職員 △ １ △ ７,６４０ △ ２４,５６３ △ ３２,２０３ １５,１６４ △ １７,０３９

資本勘定支弁職員 １ ３,７５７ △ ２,８６４ ８９３ ３,８５８ ４,７５１

較 合　　計 ０ △ ３,８８３ △ ２７,４２７ △ ３１,３１０ １９,０２２ △ １２,２８８

区　　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費

給　　与　　費　　明　　細　　書



区　  分 扶　養　手　当 地　域　手　当 住　居　手　当 通　勤　手　当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 １６,１１６ ０ ８,２０７ ８,９１８

前　年　度 １６,１７６ ４,４３５ １０,６６０ ８,７９１

比　　　較 △ ６０ △ ４,４３５ △ ２,４５３ １２７

区  　分 特殊勤務手当 時間外勤務手当 休日勤務手当 管理職手当

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ５３７ ５０,２１１ ２,１６３ ８,３８６

前　年　度 ５３５ ５２,６７１ ２,２６９ ８,４０１

比　　　較 ２ △ ２,４６０ △ １０６ △ １５

区　  分 管理職員特別勤務手当 期　末　手　当 勤　勉　手　当 退職給与金

 (千円）  (千円）  (千円）  (千円）

手　当　の　内　訳 本　年　度 ７４ １１５,２４５ ５７,１７０ １３０,０００

前　年　度 ６６ １２８,０２８ ６２,４２２ １３０,０００

比　　　較 ８ △ １２,７８３ △ ５,２５２ ０



　２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増　減　額(千円） 説　　　　　明 備　　　　　考

給　料 △ ３,８８３ 　１　給与改定に伴う △ ８７０ 　給与改定の状況　　　　　　　 　前年度　△０．２％

　　　増減分

　２　昇給に伴う増加 ５,２１９ 　平均昇給率　　　　　　　　　　　　　　 　１．２％

　　　分

　３　その他の増減分 △ ８,２３２ 　人事異動等による増減分 　職員の異動状況

１月に 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

在職する職員　　　　　（その他）　　　　　　（計）　

本年度　　　　９８人　　 △ ２人　　　９６人

前年度　　　　９８人　　 △ ２人　　　９６人

増　減  　　　　０人　 　　 ０人　  　　０人

手　当 △ ２７,４２７ 　１　制度改正に伴う △ ２０,３５０ 　地域手当　　　１．０％→０．０％

　　　増減分 　住居手当　　　制度改正による支給額の減少

　期末勤勉手当　年間４．５月→４．１５月

　　　　　　　　(６月分　　２．１５月→１．９５月)

　　　　　　　　(１２月分　２．３５月→２．２０月)

　２　その他の増減分 △ ７,０７７

増　減　事　由　別　内　訳　(千円)

△ ８，２３２千円



　３　給料及び手当の状況

　　（１）職員１人当たりの給与

企　　 業　　 職

　平 均 給 料 月 額　 ３６１,３８５ 円

　平 均 給 与 月 額　 ４１９,４６１ 円

　平　 均　 年 　齢　 ４６.３ 歳

　平 均 給 料 月 額　 ３６２,３８９ 円

　平 均 給 与 月 額　 ４３３,７２２ 円

　平　 均　 年 　齢　 ４６.５ 歳

　　（２）初任給

区        分

企  業  職（円） 行  政  職（円） 技 能 労 務 職（円） 教  育  職（円）

高   校   卒 １４４,５００ １４４,５００ １４４,５００

大   学   卒 １７８,８００ １７８,８００ １９９,７００

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平成２２年 １ 月 １ 日 現在

平成２１年 １ 月 １ 日 現在

一　　　　般　　　　会　　　　計　　　　の　　　　制　　　　度



　　（３）級別職員数

区　　　分

級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％） 級 職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１　　 　級 ７  ７.２  １　　 　級 ６  ６.１  

２　 　　級 ４  ４.１  ２　 　　級 ２  ２.０  

３　　 　級 ２２  ２２.４  ３　　 　級 ２７  ２７.６  

４　　 　級 ３９  ３９.８  ４　　 　級 ３８  ３８.８  

５　　 　級 １６  １６.３  ５　　 　級 １８  １８.４  

６　　 　級 ９  ９.２  ６　　 　級 ６  ６.１  

７　　 　級 １  １.０  ７　　 　級 １  １.０  

８　　 　級 ０  ０.０  ８　　 　級 ０  ０.０  

計 ９８  １００.０  計 ９８  １００.０  

平　成　２　１　年　１　月　１　日　現　在

企　　業　　職

平　成　２　２　年　１　月　１　日　現　在



　　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級 ８　　級

　主事の職務 　高度の知識 　主任主事の 　主査（同相 　課長補佐の 　次長、検査 　部長の職務 　相当困難な

　又は経験を 　職務 当職を含む。）　職務 　企画監又は 　室長（部相 　業務を所掌

　必要とする 　 　の職務 　副主幹の職 　担当次長の 　当の室に限 　する部長の

　主事の職務 　相当困難な 　務 　職務 　る。）の職 　職務

企　 業　 職 　業務を所掌 　課長（同相 　務

　する主任主 　当職を含む。)

　事の職務 　の職務



　　（４）昇給 　　（５）特殊勤務手当

企　業　職 区　　　　　　　　　分 企　業　職

９６      

８６      

２号給　　（人） 支　 給　 対　 象 　職 　員　 の 　比 　率

４号給　　（人） ７４      　（平成２２年 １ 月 １ 日 現在）

号 給 数 別 内 訳 ６号給　　（人）

８号給　　（人） １２      

　号給　　（人）

８９.６   

９６      

８６      

２号給　　（人）

４号給　　（人） ７４      

号 給 数 別 内 訳 ６号給　　（人）

８号給　　（人） １２      

　号給　　（人）

８９.６   

前
　
　
　
年
　
　
　
度

比 　　　　　　　率　　　　（ｂ）／（ａ） （％）

区　　　　　　　　分

職　　　　　員　　　　　数　     　（ａ)　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　 　　　（ｂ） （人）

職　　　　　員　　　　　数　     　（Ａ)　（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 　　 　　　（Ｂ） （人）

比 　　　　　　　率　　　　（Ｂ）／（Ａ） （％）

本
　
　
　
年
　
　
　
度

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

　給  料  総  額  に  対  す  る  比  率 ０.１ ％　

４２.９ ％　

保　安　手　当 



　　（６）期末手当・勤勉手当

区　　　分 支給率計 備    考

 ６月（月分）  １２月（月分） （月分）

本　　年　　度 １.９５０　　 ２.２００　　 ４.１５　　　

前　　年　　度 ２.１５０　　 ２.３５０　　 ４.５０　　　

一般会計の制度 １.９５０　　 ２.２００　　 ４.１５　　　

　　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分 ２０年勤続 ２５年勤続 ３５年勤続 最　高　限　度 そ　の　他　の 備    考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

支　　給　　率　　等 ３０．５５ ４１．３４ ５９．２８ ５９．２８ なし

一般会計の制度（支給率等） ３０．５５ ４１．３４ ５９．２８ ５９．２８ なし

　　（８）その他の手当

同　　　　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

通　　　　勤　　　　手　　　　当

区　　　　　　　　　　　　分

扶　　　　養　　　　手　　　　当

地　　　　域　　　　手　　　　当

住　　　　居　　　　手　　　　当

　　 職務上の段階、職務の級等

　　 による加算措置

有

有

有

支　給　期　別　支　給　率



1 1

支 出

0 300,000 0.072,500300,000 27,500 200,00024

継 続 費 に 関 す る 調 書

35,000

102,000 248,000

150,000

750,000 0

68,000

27,500

200,000

200,000

国庫
補助金

（千円）

32,000

企業債

（千円） （千円）

款 項 事業名

同 左 財 源 内 訳

年度

（千円）

年割額

建 設 第 ８ 次

一般会計
出資金

整備事業

資本的

改良費
300,000

200,000

前 前 年 度
末 ま で の
支 払 義 務
発 生 額

（千円）

その他
負担金等

（千円）

23

25

全　　体　　計　　画

300,000

前 年 度 末
までの支払
義 務 発 生
( 見 込 ) 額

0

22

計 1,100,000

当 該 年 度
支 払
義 務 発 生
予 定 額

当該年度末
までの支払
義 務 発 生
予 定 額

0

（千円）

300,000

300,000 300,000

0

（千円）

0

（千円）

継 続 費
の 総 額
に対する
進 捗 率

翌年度以降
の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

（千円） （％）

27.3

15,000

72,500

300,000

0.0

200,000

800,000

300,000

27.3

0.0



まで

平成２４年度 １２５,５１４ １２５,５１４構築業務委託料 １２５,５１４

からマッピングシステム

平成２２年度

まで

平成２１年度
工事に係る負担金 ３００,０００ １００,０００

太郎原取水施設改築

平成２３年度 １００,０００ １００,０００

から

平成２２年度

まで

平成２1年度

平成２２年度

業務委託料

まで

平成２３年度 ５６,９１０ ５６,９１０１６８,４１３ 平成２1年度 ５５,３６５

から検針業務委託料 から

平成２２年度 千円 千円 千円千円 平成２０年度 千円

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

自己資金

左　の　財　源　内　訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

期　間

当該年度以降の支払

義務発生予定額

金　額 企業債期　間金　額

事　　　項 限　度　額

浄水場運転管理 から

平成２６年度 ２７２,１８６ ２７２,１８６

まで

３２７,９３６



平 成 ２２ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成２３年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部

１　固　　定　　資　　産

　（１）　有 形 固 定 資 産

　　　　イ　土　　　地 １，４６７，９６６

　　　　ロ　建　　　物 １，４４８，０４２

　　　　　　減価償却累計額 ６９０，４１８ ７５７，６２４

　　　　ハ　構　築　物 ４０，６４８，７３２

　　　　　　減価償却累計額 １５，５６７，３９８ ２５，０８１，３３４

　　　　ニ　機械及び装置 ７，１６６，１８４

　　　　　　減価償却累計額 ４，８４７，３７９ ２，３１８，８０５

　　　　ホ　車両運搬具 ８６，０３０

　　　　　　減価償却累計額 ７９，４５７ ６，５７３

　　　　ヘ　工具器具及び備品 ２３９，１１３

　　　　　　減価償却累計額 １９３，５０２ ４５，６１１

　　　　ト　建設仮勘定 ２，７３９，９９７

　　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 ３２，４１７，９１０

　（２）　無 形 固 定 資 産

　　　　イ　電話加入権 １，１０９

　　　　　無 形 固 定 資 産 合 計 １，１０９

　　　　　固　定　資　産　合　計 ３２，４１９，０１９



２　流　　動　　資　　産

　（１）　現金及び預金 ２，３９０，６１９

　（２）　未　収　金 ６２５，５０５

　（３）　貯　蔵　品 ６，２９３

　（４）　その他流動資産 ２５３

　　　　　流　動　資　産　合　計 ３，０２２，６７０

　　　　　資　　産　　合　　計 ３５，４４１，６８９



負　　　債　　　の　　　部

３　固　　定　　負　　債

　（１）　引　当　金

　　　　イ　退職給与引当金 ６６９，９０３

　　　　ロ　修繕引当金 ４０３，３６７

　　　　　引　当　金　合　計 １，０７３，２７０

　　　　　固　定　負　債　合　計 １，０７３，２７０

４　流　　動　　負　　債

　（１）　未　払　金 ３４９，１７９

　（２）　預　り　金 ３７５，９６０

　　　　　流　動　負　債　合　計 ７２５，１３９

　　　　　負　　債　　合　　計 １，７９８，４０９



資　　　本　　　の　　　部

５　資　　本　　金

　（１）　自 己 資 本 金 １４，４４２，６８０

　（２）　借 入 資 本 金

　　　　イ　企　業　債 ９，２５５，６０９

　　　　　借入資本金合計 ９，２５５，６０９

　　　　　資　本　金　合　計 ２３，６９８，２８９

６　剰　　余　　金

　（１）　資 本 剰 余 金

　　　　イ　受贈財産評価額 １，４０８，２４０

　　　　ロ　工事負担金 ６，０９７，０８４

　　　　ハ　国県市補助金 １，１１４，４５６

　　　　ニ　加入金 ４５８，５６０

　　　　ホ　その他資本剰余金 ６７，２７６

　　　　　資 本 剰 余 金 合 計 ９，１４５，６１６

　（２）　利 益 剰 余 金

　　　　イ　建設改良積立金 ２８３，６５０

　　　　ロ　当年度未処分利益剰余金 ５１５，７２５

　　　　　利 益 剰 余 金 合 計 ７９９，３７５

　　　　　剰　余　金　合　計 ９，９４４，９９１

　　　　　資　　本　　合　　計 ３３，６４３，２８０

　　　　　負　債　資　本　合　計 ３５，４４１，６８９



平 成 ２１ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで）

（単位：千円）

１　営　　業　　収　　益

　（１）　給　  水　  収　  益 ４，５０８，７１８

　（２）　受 託 工 事 収 益 ２０

　（３）　そ の 他 営 業 収 益 １０２，１２６ ４，６１０，８６４

２　営　　業　　費　　用

　（１）　原 水 及 び 浄 水 費 １，２３４，８２３

　（２）　配 水 及 び 給 水 費 ５７１，９６４

　（３）　受　託　工　事　費 １５

　（４）　業　　　務　　　費 ３９５，３３７

　（５）　総　　　係　　　費 ３７１，０９２

　（６）　減　価　償　却　費 １，０８９，４５４

　（７）　資　産　減　耗　費 １０５，３１０

　（８）　そ の 他 営 業 費 用 １０ ３，７６８，００５

　　　　営　　業　　利　　益 ８４２，８５９



３　営　業　外　収　益

　（１）　受　  取　  利　  息 ７，５４３

　（２）　雑　　　収　　　益 ９，９８９ １７，５３２

４　営　業　外　費　用

　（１）　支　  払　  利  　息 ２１３，３０７

　（２）　雑　　　支　　　出 １，０００ ２１４，３０７ △　１９６，７７５

　　　　経　　常　　利　　益 ６４６，０８４

５　特　　別　　利　　益

　（１）　固 定 資 産 売 却 益 ２

　（２）　過年度損益修正益 １，２５８ １，２６０

６　特　　別　　損　　失

　（１）　固 定 資 産 売 却 損 ３９３

　（２）　過年度損益修正損 １７，８５４ １８，２４７ △ １６，９８７

　　　　当　  年　  度　  純　  利　  益 ６２９，０９７

　　　　前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金 １３２，０９１

　　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ７６１，１８８



平 成 ２１ 年 度　 久 留 米 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平成２２年３月３１日）

（単位：千円）

資　　　産　　　の　　　部

１　固　　定　　資　　産

　（１）　有 形 固 定 資 産

　　　　イ　土　　　地 １，４６７，９６７

　　　　ロ　建　　　物 １，４４８，０４２

　　　　　　減価償却累計額 ６５８，１８３ ７８９，８５９

　　　　ハ　構　築　物 ３９，７０６，２５３

　　　　　　減価償却累計額 １４，７４９，１３０ ２４，９５７，１２３

　　　　ニ　機械及び装置 ７，０７５，８３７

　　　　　　減価償却累計額 ４，８８６，５４８ ２，１８９，２８９

　　　　ホ　車両運搬具 ８８，６２６

　　　　　　減価償却累計額 ７８，１６３ １０，４６３

　　　　ヘ　工具器具及び備品 ２４７，３６５

　　　　　　減価償却累計額 １９９，２９５ ４８，０７０

　　　　ト　建設仮勘定 １，９６３，１４３

　　　　　有 形 固 定 資 産 合 計 ３１，４２５，９１４

　（２）　無 形 固 定 資 産

　　　　イ　電話加入権 １，１０９

　　　　　無 形 固 定 資 産 合 計 １，１０９

　　　　　固　定　資　産　合　計 ３１，４２７，０２３



２　流　　動　　資　　産

　（１）　現金及び預金 ２，７４４，３４６

　（２）　未　収　金 １，５２２，２３５

　（３）　貯　蔵　品 ６，５０８

　（４）　その他流動資産 ２５３

　　　　　流　動　資　産　合　計 ４，２７３，３４２

　　　　　資　　産　　合　　計 ３５，７００，３６５



負　　　債　　　の　　　部

３　固　　定　　負　　債

　（１）　引　当　金

　　　　イ　退職給与引当金 ６６９，９０３

　　　　ロ　修繕引当金 ４０３，３６７

　　　　　引　当　金　合　計 １，０７３，２７０

　　　　　固　定　負　債　合　計 １，０７３，２７０

４　流　　動　　負　　債

　（１）　未　払　金 ７０６，７４８

　（２）　預　り　金 ３７５，９６０

　　　　　流　動　負　債　合　計 １，０８２，７０８

　　　　　負　　債　　合　　計 ２，１５５，９７８



資　　　本　　　の　　　部

５　資　　本　　金

　（１）　自 己 資 本 金 １３，８２２，６８０

　（２）　借 入 資 本 金

　　　　イ　企　業　債 ９，７８５，４２７

　　　　　借入資本金合計 ９，７８５，４２７

　　　　　資　本　金　合　計 ２３，６０８，１０７

６　剰　　余　　金

　（１）　資 本 剰 余 金

　　　　イ　受贈財産評価額 １，４０８，２４０

　　　　ロ　工事負担金 ５，９６４，０１７

　　　　ハ　国県市補助金 １，０７８，５８４

　　　　ニ　加入金 ３７３，３２５

　　　　ホ　その他資本剰余金 ６７，２７６

　　　　　資 本 剰 余 金 合 計 ８，８９１，４４２

　（２）　利 益 剰 余 金

　　　　イ　建設改良積立金 ２８３，６５０

　　　　ロ　当年度未処分利益剰余金 ７６１，１８８

　　　　　利 益 剰 余 金 合 計 １，０４４，８３８

　　　　　剰　余　金　合　計 ９，９３６，２８０

　　　　　資　　本　　合　　計 ３３，５４４，３８７

　　　　　負　債　資　本　合　計 ３５，７００，３６５




